
  

令令和和３３年年度度信信託託法法学学会会総総会会おおよよびび研研究究発発表表会会ののごご案案内内  

  

  

謹啓 時下ますますご清栄のこととお慶び申しあげます。 

さて、令和３年度信託法学会総会および研究発表会につきましては、慶應義塾大学におい

て開催することとしておりましたが、新型コロナウイルスの感染拡大の状況を踏まえて理事

会において検討した結果、別紙の要領によりオオンンラライインンでで開開催催する運びとなりました。 

会員の皆様におかれましては、万障お繰り合わせのうえご出席くださいますよう、お願い

かたがたご案内申しあげます。 

敬 具 

令和３年４月 

  

  

信信  託託  法法  学学  会会  

理理事事長長    神神  田田  秀秀  樹樹  

  

   



 

１．日 時：令令和和33年年66月月1133日日（（日日））  1100：：3300～～1177：：2200  

 

２．場 所：オオンンラライインン開開催催（Cisco Webexを使用）  

 

３．次 第： 

○  開開    会会 10：30  

 

○  シシンンポポジジウウムム「「民民事事信信託託・・商商事事信信託託のの現現代代的的課課題題」」（10：30～11:35） 

（（民民事事））「「民民事事信信託託のの現現状状とと課課題題」」  

報報    告告  

信信託託がが潜潜在在力力をを発発揮揮すするるににはは  

東 京 大 学   溜 箭 将 之 

家家族族をを受受託託者者ととすするる信信託託（（民民事事信信託託））のの現現状状ととそそのの課課題題  

三井住友信託銀行   八 谷 博 喜 

ココメメンントト  

中 央 大 学   新 井   誠 

  

○  総総    会会 11：40～ 

議議    案案  （1）役員の選任 

（2）令和２年度会計報告 

（3）令和３年度予算 

(4) その他 

 

――昼昼食食・・休休憩憩――  

 

○  シシンンポポジジウウムム「「民民事事信信託託・・商商事事信信託託のの現現代代的的課課題題」」（13:30～17:20） 

（（商商事事））「「商商事事信信託託とと業業法法・・金金商商法法」」  

報報    告告  

信信託託法法とと信信託託業業法法・・兼兼営営法法  

三菱ＵＦＪ信託銀行   吉 谷   晋 

商商事事信信託託とと金金融融商商品品取取引引法法  

東 京 大 学   神 作 裕 之 

ココメメンントト  

弁 護 士   井 上   聡  

質質疑疑応応答答  

 

○  閉閉    会会 17：20 



 
４．そ の 他 

（１）オンライン会議への接接続続方方法法ににつついいててはは、、６６月月初初めめ頃頃、メールで案内いたします。 

 

（２）研究発表会報報告告者者のの報報告告資資料料はは、、６６月月初初めめ頃頃、信託法学会ウェブサイトに 

掲載予定です。 

 

（３）オンライン開催に伴い、本年度は懇懇親親会会のの開開催催をを取取りりややめめるることといたします。 

 

 

（（事事務務局局かかららののおお願願いい））  

●会費のご納入について 

令令和和３３年年度度のの会会費費（（44,,000000 円円））はは、、５５月月末末ままででにに次のいずれかの方法によりご納入くだ

さい。 

○ 郵郵便便振振替替  00120－0－185924 信託法学会 

     （同封の払込用紙をご利用ください。） 

○ 銀銀行行振振込込 三井住友銀行麹町支店 普通預金 口座番号：5087891 

口座名義：信託
しんたく

法学会
ほうがっかい

理事長
りじちょう

 神田
か ん だ

秀樹
ひ で き

 

 

 

●総会・研究発表会のご出欠について 

お手数ですが、ごご出出欠欠のの予予定定をを信信託託法法学学会会ウウェェブブササイイトトのの登登録録専専用用ペペーージジかからら  

５５月月２２８８日日（（金金））ままででにに登登録録くくだだささいいますようお願い申しあげます。なお、 

登録専用ページにアクセスできない場合、しばらく時間をあけてから、再度、 
アクセスしていただくようお願い申し上げます。 

  

  

＜＜信信託託法法学学会会ウウェェブブササイイトト＞＞  

hhttttpp::////wwwwww..sshhiinnttaakkuuhhooggaakkkkaaii..jjpp//  

 

 

【問合せ先】 

信託法学会事務局 

〒100-0005 東京都千代田区丸の内２－２－１岸本ビル１階 

TEL ０３－３２１３－８１８８ 

E-Mail sintakuhougakkai@hotmail.co.jp 

 



研 究 発 表 会（ 資 料 ） 

 
シンポジウム「民事信託・商事信託の現代的課題」 

 

（民事）「民事信託の現状と課題」 

 

 

信託が潜在力を発揮するには 

東 京 大 学   溜 箭 将 之 

 

 

家族を受託者とする信託（民事信託）の現状とその課題 

三井住友信託銀行   八 谷 博 喜 

 

 

コメント 

中 央 大 学   新 井   誠 

 

 

（商事）「商事信託と業法・金商法」 

 

 

信託法と信託業法・兼営法 

三菱ＵＦＪ信託銀行   吉 谷   晋 

 

 

商事信託と金融商品取引法 

東 京 大 学   神 作 裕 之 

 

 

コメント 

弁 護 士   井 上   聡 

 
 
 

 
研究発表会報告者の報告資料は、６月初め頃、信託法学会の 
ウェブサイトに掲載予定です。 

http://www.shintakuhogakkai.jp 



信託が潜在力を発揮するには 

 

東京大学   溜 箭 将 之 

 

１．信託の利点 

・トータルな資産管理：資産形成（未成年・障碍者を含む）・資産管理（後見代替を含む）・ 

資産承継（遺言代替・公益を含む） 

・専門家の活用：金融や投資の専門家、法の専門家、税の専門家、会計の専門家、福祉 

の専門家、家族の事情を分かる人 

・プルーデント・インベスター・ルール：受益者のニーズ全体を考慮した上で分散投資 

 

２．信託が泣いている 

・制度がばらばら：後見支援信託、税制優遇（教育資金贈与・結婚子育て支援）、NISA 

東京地判平成 29 年 8 月 30 日金融・商事判例 1541 号 27 頁（教育資金贈与信託契約） 

・専門家がバラバラ：信託銀行、弁護士、司法書士、公証人、家族・・・受益者不在 

・資産計画が場当たり的 

東京高判平成 28 年 10 月 19 日判時 2325 号 41 頁（遺言信託） 

 

３．信託の問題・リスク・課題 

（１）家族信託と利益相反 

・家族の位置づけ――構造的な利益相反をいかに管理するか 

・注意義務と忠実義務の再定式 

 

（２）専門家責任 

・専門家が受託者になるのか、専門家が助言者になるのか 

・費用：専門家を活用した資産管理・運用にはお金と時間がかかる――家族を活用するか 

・共同受託者の責任、助言者の責任 

 

（３）信託違反に対する救済 

・トータルな資産が多様な専門家に委ねられれば、信託違反に伴うリスクは大きい 

・共同受託者の責任、助言者の責任（再） 

・財産の追及――国際的な追及を含む 

大阪地判平成 23 年 7 月 25 日判時 2184 号 74 頁（全国小売酒販組合中央会事件） 

 

（４）法の潜脱 

・脱税、債権者詐害、遺留分潜脱  

東京地判平成 30 年 9 月 12 日金融法務事情 2104 号 78 頁（遺留分） 

・マネロン対策――金融活動作業部会（FATF）による対日相互審査 



家族を受託者とする信託（民事信託）の現状とその課題 

 

三井住友信託銀行   八 谷 博 喜 

 

１．はじめに 
現行信託法において、成年後見制度と遺言の補完的・代替的機能を持つ「家族

を受託者とする信託（民事信託）」に、本人の能力制限を伴わない財産の保護手
段として大きな期待が寄せられている。ここ数年間、司法書士等が信託の組成業
務・契約業務に積極的に取り組んだことにより、金融機関は信託口口座の取扱い
を順次開始、信託口口座の取扱件数は 2017 年度から急激な増加をみせている。 

２．民事信託の現状 
民事信託においては、「高齢者等の自ら適切に財産管理を行うことができない

者」を受益者として、財産管理と生活支援を行うことを目的とする信託（いわゆ
る自益型の福祉型信託）が最も多く利用されている。資格者専門職から当社に持
ち込まれる民事信託 1 は、後見補完・代替の信託が 97%、残余財産の帰属先が指
定されている遺言代替（代用）の信託が 87%を占める。民事信託組成の主導的な
役割を果たす者が受託者（高齢者の子供）であることが多いことが特徴で、主に
資格者専門職が受託者に対して信託の組成業務や契約業務にかかるコンサルテ
ィングを行っている。  

３．民事信託の課題 
受託者主導型の民事信託 2は、信託組成の際、委託者兼受益者（以下、受益者）

である高齢者に意思能力・信託意思の欠缺や信託内容の不理解等が生じていない
かの問題が内在するため、高齢者の自己決定権の尊重の理念に鑑みれば憂慮され
る状況にある。 
また、受託者は法律知識に乏しい非専門家であることが多いことから、本来必

要とされる受託者義務が緩和されたり、信託事務が履行されない懸念がある。加
えて遺言代用信託の場合は、受託者が帰属権利者となることが通常であり受益者
との利益相反が生じやすい。 
これらの課題を払拭するために、信託組成に関与する資格者専門職は、締結す

る信託契約書の説明にとどまらず、信託法上の受託者義務について、更に信託法
の規定と異なる内容の信託条項を規定する場合にはその信託条項と信託法との
関係について、専門職として高度な説明責任が求められることとなる。 
信託口口座を提供する金融機関は、信託財産である預金債権の事務取扱に際し

ては通常の取扱規定では対応できず、信託当事者の死亡時、信託終了時、差押時
等にも対応できる専用の事務取扱規定が必要である。ドイツにおいては「特別口
座」Anderkonto という特別約款が存在し、信託財産の独立性を確保している。日
本においても特別約款の導入の検討が有用である。 

４．信託の展望 
「福祉型信託」のニーズはこれからも益々大きくなると思われる。家族を受託

者とする信託の健全な普及を進めるためには、資格者専門職と金融機関がその専
門性を駆使・連携し、受益者を保護していく必要がある。そのため、民事信託が
万能ではなく「身上の保護」まで対応しないということや公的監督がないことを
忘れてはならず、公的監督がある任意後見との連携、将来的には法務局における
監督事務への登記制度 3の活用等の検討が必要と考える。 

              
1信託組成の担い手/司法書士 73%、弁護士 9％、税理士 8％、行政書士 8％（2021 年 2 月末当社データ） 
2八谷博喜『家族を受託者とする信託』（有斐閣 2018 年 6 月号ジュリスト 1520 号）41 頁 
3「財産管理に関する事務の監督の利用等を説く。」高橋弘（民事法研究会 2020 年 1 月実践成年後見 NO.84）75 頁 



コ メ ン ト 

 

中央大学   新 井   誠 

 

本報告は、溜箭報告と八谷報告を踏まえて民事信託の現状と課題について

報告者なりの視点から検討を行うものである。 

 

Ⅰ 溜箭報告と八谷報告のコメント 

Ⅱ 民事信託の現状と課題 

１．民事信託と商事信託の定義 

（１）我国における有力説 

（２）実態との乖離 

２．信託法における民事信託の位置づけ 

（１）現行信託法が志向するもの 

（２）現行信託法における民事信託の位置づけ 

３．民事信託の濫用 

（１）濫用の実態 

（２）海外の事例 

４．民事信託の規律のあり方 

（１）受託者の適格性 

（２）信託口口座 

（３）信託財産の独立性 

（４）家族信託の問題性 

Ⅲ 高齢社会における民事信託の展望 

（１）我国社会に適合する民事信託 

・社会の高齢化 

・中小企業の事業承継 

（２）任意後見と民事信託との結合 

Ⅳ 新しい民事信託の担い手 



信託法と信託業法・兼営法 

 

三菱ＵＦＪ信託銀行   吉 谷   晋 

 

信託法に加えて信託業法の規制を課す趣旨については、受託者と顧客の情

報量や交渉力の格差と、財産を受託者が自己名義で管理運用するという信託

の特質も踏まえて、受託者に対して管理運用上の義務を確実に遂行するよう

一定の義務を課すことによって、顧客を保護するものである、と説明されて

いる（平成 18 年１月 26 日金融審議会金融分科会第二部会報告「信託法改正

に伴う信託業法の見直しについて」1 頁） 

そのため、信託業法・兼営法には、受託者の範囲、対象財産の範囲、受託

者の義務の内容、その他の事項について、信託法と類似した、あるいは異な

る定めがあるところ、以下をとりあげて報告する。 

 

（１）信託業務の対象財産 

信託業法・兼営法の受託可能財産の種類は、平成16年信託業法において

は制限がなくなり、業務方法書に記載された財産については取り扱い可能

である。 

一方で、情報化社会の進展等により財産概念が拡大するとともに、受託

者に対する期待も変化するならば、従来、信託では取り扱われていなかっ

た財産的な価値について、信託および信託業務の対象財産となり得るかと

いうことが、今後、検討されるであろう。財産としての「情報」について

可能な範囲で言及し、報告したい。 

 

（２）信託法と信託業法における受託者の義務 

信託業法は信託法の受託者の義務について強行規定化、具体化するとと

もに、信託の引受けにかかる義務を追加していることを示す。 

 

（３）信託業法における遺言による信託の取り扱い 

信託業法第24条は信託の引受けに係る行為準則であるが、その中には遺

言による信託の引受けに適用し難い事項もある。更に、同法第24条の2か

ら第26条は契約による信託に係る義務であるため、遺言による信託には適

用がない。遺言による信託の引受けに係る行為準則について、契約による

信託との異同などについて検討する。 



商事信託と金融商品取引法 

 

東京大学   神 作 裕 之 

 

法律の名称を金融商品取引法（以下「金商法」という）と改めた平成 18 年証券取

引法改正により、信託受益権一般が「第二項有価証券」とみなされることになった。

金商法の下で、信託契約の締結や受益権の売買等の局面において、有価証券の募集・

売出し規制や金融商品取引業規制の適用が問題になり得る。他方、信託業法は、信

託の引受けを行う営業を規制対象にするとともに、投資性のある信託を特定信託契

約と広範に定義し、その引受けについて金融商品取引業者の行為規制を準用する。

また、信託業法において規制されていた受益権販売業は、受益権のみなし有価証券

化に伴い、第二種金融商品取引業として整理・吸収された。これに対し、信託契約

代理業は信託業法において規制されているが、当該信託契約に基づく信託の受託者

が当該受益権の発行者である場合には、信託契約の締結の代理・媒介は信託契約代

理業に該当しないとされ（信託業法第２条第８項かっこ書き）、金商法との調整がな

されている。受託者が発行者となる信託契約の締結の代理・媒介は、有価証券の募

集の取扱いとなり、金融商品取引業に係る規定が適用される。 

このような状況の下、金商法上の業者規制と信託業法との適用関係が複雑になっ

ており、両者の関係が論点になるほか、規制の抜け穴や二重規制など調整がなされ

ていない点がないかどうか、点検する必要がある。翻って、金商法上の「有価証券」

概念のあり方や、金商法の業者規制の内容・手法についても検討を迫られることに

なるかもしれない。 

本報告では、実務上とくに問題になることが多いと考えられる第二項有価証券で

ある信託受益権に係る金商法上の金融商品取引業者の行為規制について、いくつか

の類型を取り上げて、金商法と信託業法の適用関係を中心に検討したい。 

第二項有価証券については、有価証券投資事業権利等に投資する場合を除き、原

則として公衆縦覧型の開示規制は適用されない。金商法は、証券または証書の発行

がなされない受益権一般について、発行開示義務者である発行者はだれか、投資者

に対する募集勧誘は実質的にいつの時点でなされるのかという観点から、有価証券

の発行者と発行時期について木目細かな規定を置いている。ところが、このような

緻密な法規制が、とくに行為規制の観点からみると、金商法の本来の目的の 1 つで

ある機能的・横断的な規制の実現を妨げたり、規制のアービトラージを生じさせる

原因になっていたりする可能性がある。 

本報告では、いくつかの具体例を挙げて、金商法が実現しようとした横断的・機

能的な業者規制が実現しているかどうか、検討するとともに、そのような作業を通

じて金商法上の基本問題に対する示唆を得たい。 



コ メ ン ト 

 

弁護士   井 上   聡 

 

吉谷報告および神作報告に対し、以下の観点からコメントを述べる。 

 

１．吉谷報告－信託業法・兼営法について 

 

（１）情報の価値が信託財産に帰属する場合の信託業規制のあり方 

 

（２）信託引受けに関する信託業規制のあり方 

（契約による信託・遺言による信託） 

 

２．神作報告－金融商品取引法について 

 

（１）第二項有価証券としての信託受益権と開示規制 

 

（２）第二項有価証券としての信託受益権と業規制 

 

（３）信託を通じた上場株式の取得・保有と金融商品取引法 

 






